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■ 九州地方のほぼ中央に位置し、古くから九州の行政、交通、経済の拠点として発展
■ 多彩な農林水産業、半導体関連産業や自動車関連産業などが展開
■ 特に、農業では平成３０年の生産農業所得は、１，３９５億円で、九州で２位、全国でも５位
■ また、平成３０年の１戸当たりの農業所得は６５６万円※で、一般世帯と同等の所得を確保

熊本県の人口（令和元年）・面積（令和元年）

人 口 1,748千人（全国第23位、九州第２位）

面 積 7409.45㎢（全国第15位、九州第３位）

※九州平均値



平成2８年度の熊本県の県内総生産（名目）は5.９兆円で、九州全体（50.２兆円、国
内の9.1％）の約１2％のシェア。産業別では、第三次産業が7１％を占める

熊本県の県内総生産

産業別比率
（熊本県）

出典：平成28年度国民経済計算（内閣府）
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福岡県 19,144,020百万円 38％

佐賀県 2,851,913百万円 6％

長崎県 4,566,162百万円 9％

熊本県 5,927,626百万円 12％

鹿児島県 5,381,809百万円 11％

沖縄県 4,281,963百万円 8％
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製造品出荷額等の業種別構成比

出展：平成３０年熊本県工業統計調査 （データはＨ２９年時）

製造品出荷額等：約２．８兆円

熊本県の製造品出荷額等では、生産用機器が４，３30億円（構成比１５．２％）で
最も多く、次いで、輸送機器（自動車関連）、食料品の順となっている

【主要品目の製造品出荷額等の推移】
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住まいの再建

■ 2020年３月末にすべての災害公営住宅が完成（12市町村 68団地 1,715 戸）
■ また、仮設住宅に入居しているすべての世帯で住まいの再建の方向性に目途

益城町 馬水団地

御船町 上高野団地

写真提供:UR都市機構

熊本地震 『みんなの家』 利活⽤プロジェクト
被災された⽅々が集い、新しい⽣活を回復するための憩いの場として「みんなの

家」を84棟整備
被災された⽅々の憩いの場として⼤切に活⽤されてきた「みんなの家」を後世に遺
すとともに、新たなコミュニティ形成の場や地域づくりの拠点となるよう、移築等に
よる利活⽤を推進

放課後児童クラブとして再利⽤ 放課後児童クラブとして再利⽤ 地域の公⺠館として再利⽤



阿蘇へのアクセスルートの回復（道路）

国道５７号／国道３２５号阿蘇⼤橋の早期復旧



阿蘇へのアクセスルートの回復（鉄道）

JR豊肥本線／南阿蘇鉄道の早期復旧



熊本城の復旧



益城町の復興まちづくり

益城中央被災市街地復興⼟地区画整理事業 ２０２７年度事業完了を目標



熊本地震震災ミュージアム

県と市町村が連携し、震災遺構や情報を発信する拠点等を巡る回廊型のフィールドミュージアムを実現



感染症の状況

　　累計検査件数（件）

陽性件数、率 730 4%

陰性件数、率 17,528 96%

累計死亡者数（人）

18,258

10/15日現在

8

感染者数の推移

■ 新型コロナウイルス感染症の新規感染者数は６月頃まで５人／日以下で推移。７月以降増加し、８月５日
に39人の新規感染者が確認されて以降減少傾向であったが、10月に入り再び10人以上の感染者を確認

■ 感染拡大防止と県経済の維持のベストバランスを達成するため各種取組みを継続

39人（8/5）

 入院患者数 74人

 　重症 0人

 　中等症 5人

 　軽症 54人

 　無症状 15人

 　不明 0人

 病床稼働率 18.5%

 重症病床稼働率 0%

10/15日現在

重症   集中治療室(ICU)等での管理又は人工呼吸器管理が必要な患者

中等症
 持続的な酸素投与が必要な肺炎を有する患者又は入院治療が必要な合
併症を有する患者

軽症  症状はあるが、中等症および重症に該当しない患者

感染症の状況 入院患者等の状況

（参考）症状の重症度



県の取組み（感染拡大の防止）

地域外来・検査センターＰＣＲ検査の様子



県の取組み（医療提供体制の充実）

病床数：九州3位
室数：全国3位
（10/21現在）



県の取組み（県民生活への影響の最小化）

▼YouTubeチャンネル「くまモンTV」で配信中



県の取組み（事業活動への影響の最小化）

中小企業向け金融支援の実績（10月23日現在）（億円） （件）



降雨の概況（１）

文化財被害：900億円

■ ７月４日朝方にかけての１２時間降水量は、県南９地点〔球磨川水系（山江、一勝地、人吉、上、
多良木、湯前横谷）、田浦、水俣、牛深〕で観測史上１位を記録

■ 広範囲に降った大量の雨が球磨川に流れ込み、大氾濫を引き起こし、また、水俣、芦北、天草にお
いても土砂崩れ等が発生

■ さらに、７月６日から８日未明にかけての断続的な非常に激しい雨により、県北地域でも川の増水、
土砂崩れ等が発生

７月４日の線状降水帯 ７月３日午前１時から５日午前０時までの時間雨量

24時間で7月約1ヶ月分(雨量463.5ｍｍ)
観測史上１位あさぎり町（上）

（令和２年７月５日熊本地方気象台資料を加工）



降雨の概況（２）

銚子笠(1,489m）
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出典：国土交通省九州地方整備局八代河川国道事務所ＨＰ

※S18.1の観測開始以来最大の
雨量を観測

■ 球磨川本川の中流部から上流部及び最大支川の川辺川の各雨量観測所における降雨量は、６時間雨量、
１２時間雨量及び２４時間雨量において、戦後最大の洪水被害をもたらした昭和４０年７月洪水や昭和
５７年７月洪水を上回る降雨を記録

注：降雨量の計測単位は年次等により異なる
※本資料の数値は「速報値」であり、今後変更の可能性がある。

熊本県



被害状況（人的被害）

死者65人、行方不明者2人（R2.10.1 9:00現在）



被害状況（住家被害）

全半壊4,400棟以上、床上浸水1,500棟以上（R2.10.1 9:00現在）
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【相良村】
・全壊18棟
・半壊90棟

【八代市】
・全壊149棟
・半壊161棟

【芦北町】
・全壊70棟
・半壊874棟

【南小国町】

・半壊9棟

【山江村】

・全壊11棟
・半壊14棟

【五木村】

・全壊1棟
・床上浸水1棟

【多良木町】
・全壊1棟
・半壊8棟

【小国町】
・全壊3棟
・半壊29棟

【菊池市】

・全壊1棟
・半壊2棟

【荒尾市】

・半壊145棟

【合志市】

・半壊1棟

【和水町】

・半壊1棟

【天草市】

・半壊24棟
・床上浸水12棟

【水俣市】
・半壊11棟

【山鹿市】

・半壊8棟
・床上浸水1棟

【玉名市】
・半壊8棟

【球磨村】
・全壊331棟
・半壊71棟
・床上浸水11棟

【水上村】
・半壊1棟

【南関町】
・半壊39棟

【津奈木町】
・全壊4棟
・半壊12棟

【錦町】

・半壊64棟

【あさぎり町】
・半壊50棟
・床上浸水1棟

【人吉市】
・全壊881棟
・半壊1,401棟
・床上浸水1,493棟

【市町村別計】 R2.10.1 9:00現在
全壊 半壊 床上浸水 床下浸水 一部損壊

熊本市 0 0 0 6 1
熊本管内 0 0 0 6 1

宇土市 0 0 0 0 1
宇城市 0 0 0 48 1
宇城管内 0 0 0 48 2

荒尾市 0 145 0 0 125
玉名市 0 8 0 0 17
南関町 0 39 0 0 8
⻑洲町 0 0 0 2 0
和水町 0 1 0 15 27
玉名管内 0 193 0 17 177

山鹿市 0 8 1 7 18
鹿本管内 0 8 1 7 18

菊池市 1 2 0 0 2
合志市 0 1 0 0 0
菊池管内 1 3 0 0 2

南小国町 0 9 0 0 29
小国町 3 29 1 42 17
産山村 0 0 0 1 1
⻄原村 0 0 0 0 1
南阿蘇村 0 0 0 2 0
阿蘇管内 3 38 1 45 48

甲佐町 0 0 0 6 0
山都町 0 0 0 0 1
上益城管内 0 0 0 6 1

八代市 149 161 0 0 91
八代管内 149 161 0 0 91

水俣市 0 11 0 0 106
芦北町 70 874 0 0 494
津奈木町 4 12 0 0 89

芦北管内 74 897 0 0 689
人吉市 881 1,401 1,493 640 266
錦町 0 64 0 0 67
多良木町 1 8 0 50 15
湯前町 0 0 0 0 22
水上村 0 1 0 6 4
相良村 18 90 0 0 70
五木村 1 0 1 5 0
山江村 11 14 0 0 20
球磨村 331 71 11 8 35
あさぎり町 0 50 1 70 28
球磨管内 1,243 1,699 1,506 779 527

天草市 0 24 12 236 163
天草管内 0 24 12 236 163
計(33市町村) 1,470 3,023 1,519 1,144 1,719



被害状況（住家等）



被害状況（公共土木施設、農林水産業）

神瀬橋（球磨村） 国道219号（球磨村）

被災前

【公共土木施設】
被害額

約1,452億円
（R2.9.30時点）

水田陥没（天草市） 海岸漂着物（八代市）

農業用機械の損（人吉市）

【農林水産業】
被害額

約1,019億円
（Ｒ2.9.30時点）

農道崩落（南小国町）

農 業 林 業 林道路肩決壊（八代市）

水産業



応急対策（堆積土砂の撤去）

■ 市町村が取り組む宅地内の堆積土砂排除事業について、速やかな事業採択に向け、発災直後から基礎
調査を県で実施。また、国と連携し、事業制度の周知など技術支援を実施

■ 市町村が躊躇なく直接排除を行えるよう、県が国庫補助対象外経費の財政支援を決定
■ 特に被害が甚大な球磨村では、県職員による土砂撤去支援チーム（５名体制）を７月２１日に設置し、
人的・技術的なバックアップを実施



応急対策（災害廃棄物の処理）

■ 各市町村の災害廃棄物処理計画を踏まえ、仮置場を早期設置。特に渋滞解消が急務であった人吉市の
仮置場に大規模駐車場の造成、単一品目優先搬入レーン※の導入【全国初】等を実施。

■ 自衛隊・関係団体との連携による大型災害ごみ等の分別撤去【全国初】
（7/10～7/13 人吉市、7/16～7/17、7/25 球磨村渡地区、7/21 球磨村一勝地地区、
7/28 球磨村神瀬地区、 8/4～8/7 八代市坂本町）

■ 県内外の自治体、一廃・産廃処理事業者等との連携による災害廃棄物の収集・運搬・処理を実施。
■ 市町村が行う公費解体への支援を実施。

※搬入作業時間の短縮、渋滞緩和を目的に、一品目のみの搬入者を優先的に受け入れるレーン



応急対策（通学者の支援）

※11月に全線再開予定



復旧・復興に向けて

被災された⽅々の⽣活の場を確保するため、応急仮設住宅の早期完成に向けて、
市町村と連携して全⼒で取り組んでいる
〔整備状況〕７市町村２１団地７６１⼾

うち【完成】７市町村１３団地２９６⼾（令和２年９⽉２５⽇現在）

応急仮設住宅の建設

新型コロナウイルス感染症の影響下で
発⽣した令和２年７⽉豪⾬により被災し
た事業者の生業の再建に向け、これまで
のグループ補助⾦を拡充、柔軟化した
「なりわい再建⽀援補助⾦」を創設し、
被災事業者に対し支援を実施

中小企業等のなりわい再建支援
グループ補助⾦
（平成28年熊本地震）

 なりわい再建⽀援補助⾦
（令和２年７⽉豪⾬）

復興事業計画の作
成

各事業者がグループを組成し、復興事
業計画は各グループで作成

各事業者の申請を基に県が復興事業計画を作成。
※各事業者によるグループ組成は不要

定額補助の有無 制度なし 一定の要件を満たす事業者に限り、5億円を上限に実施。

補助対象経費 ①⾞両、②パソコン
　︓原則、対象外

①⾞両︓資産計上されており、外形的に業務上使⽤されていることが明
確なもの（企業名が印刷されている等）は補助対象。
②パソコン︓資産計上されており、被災前に所有していたこと及び業務⽤
のみに用いていたことなどが証明できれば、補助対象。

補助事業終了後の
保険加入 任意 「自然災害（風水害を含む）による損害を補償する保険・共済」への加

入を義務付け

保険⾦の取扱い
まず⾃⼰負担分に保険⾦を充当し、充
当後の超過分について補助⾦から差し
引く。

復旧費から保険⾦を差し引いた残額に補助率を乗じる。

■熊本地震時のグループ補助⾦となりわい再建⽀援補助⾦との違い

（１）「令和２年７⽉豪⾬復旧・復興本部」の設置
県庁の各部局が⼀体となって、被災地の復旧・復

興を迅速かつ強⼒に推進
（２）「球磨川流域復興局」の設置
復旧・復興の段階に応じて変化する課題や業務等

を統括
（３）くまもと復旧・復興有識者会議の開催
有識者会議での意⾒をもとに、今後、「復旧・復

興プラン」を策定

復旧・復興に向けた体制強化

【有識者会議構成メンバー】
五百旗頭 真 氏 公立大学法人兵庫県立大学 理事長
（座長） ※東日本大震災復興構想会議議長

御厨 貴 氏 東京大学 名誉教授／東京大学先端科学技術
研究センターフェロー

（座長代理） ※東日本大震災復興構想会議議長代理
金本 良嗣 氏 電力広域的運営推進機関 理事長
河田 惠昭 氏 関西大学社会安全研究センター センター長

※東日本大震災復興構想会議委員
古城 佳子 氏 青山学院大学国際政治経済学部 教授
谷口 将紀 氏 東京大学大学院法学政治学研究科 教授
坂東 眞理子 氏 昭和女子大学 理事長・総長

■ 8月31日に災害対策本部が終了し、今後は復旧・復興本部を中心とした「災害復旧・復興」体制へと
フェーズが本格的に移行

▲8月30日に開催した
くまもと復旧・復興有識者会議

【会議（８月３０日開催）での主な意見】
・ 安心・安全の確保に加え、球磨川流
域の森林資源や環境など、地域の魅力
を生かした「グリーンニューディール」
という考え方を球磨川流域から発信し
てほしい

・「想定外」を考慮した政策的な体系を
構築することが重要



令和元年度
歳入総額
8,253億円
【▲10.3%】

■ 歳入は、熊本地震関連の災害復旧事業の減少に伴う国庫補助金の減などにより減少

■ 歳出は、災害復旧事業の減や伴う災害救助関連事業の減などにより減少

■ 熊本地震関連の災害復旧事業がひと段落したことから、普通会計における決算額は歳入・歳出ともに減少

（＊）普通会計：全予算会計の中から病院、電気、下水道事業等い
わゆる「公営事業会計」に属するものを除いたもの。
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人件費

扶助費
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投資的経費

その他

8,913

・県税
1,935【▲3.6%】

【 】内は前年度増減率

（単位：億円）

・地方交付税
2,057【▲0.4%】

・県債
1,135【▲18.5%】

・国庫支出金
1,357【▲31.1%】

・その他
1,769【±0.0%】

令和元年度
歳出総額
7,976億円
【▲10.5%】

・扶助費
257【+2.5%】

・人件費
1,733【+0.2%】

・公債費
1,011【▲8.3%】

・補助費等
1,909【▲1.5%】

（億円）

・投資的経費
1,964【▲31.1%】

・その他
1,102【+5.7%】

■ 歳入に占める県税、地方交付税等の一般財源の割合
は52.3%となり、前年度(47.7%)に比べ4.6ポイントの増
■ 県税は増税前の駆け込み需要の反動減等による全国
的な消費の落ち込みに伴う地方消費税（清算金含む）の
減等により、全体で3.6%の減
■ 地方交付税は、社会保障費の増等に伴い普通交付税
が増となる一方、熊本地震関連経費の減等に伴う特別交
付税の減により、全体で0.4%の減
■ 県債は、国土強靭化事業債が皆増となる一方、災害復
旧事業債の減により、全体で18.5%の減
■ 国庫支出金は、熊本地震関連の災害復旧事業の減や、
災害救助費の減等により、全体で31.1%の減

9,774

7,616

10,189

9,429

7,976

7,371

9,844

■ 人件費は、教職員退職手当の増や時間外勤務手当
の増等により、全体で0.2%の増
■ 投資的経費のうち、災害復旧事業費がグループ補
助金の繰越額の減や、被災者向け経営育成支援事業
の繰越額の減等により66.2%の減となり、投資的経費
全体で31.1％の減
■ 補助費等は、仮設住宅の減少に伴う災害救助関連
事業の減等により、全体で1.5%の減
■ その他は、空港ビルディング株式売却益の積立て
による熊本地震復興基金積立金の増等により、全体
で7%の増

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

（グラフ左より）

（グラフ左より）
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■ 決算規模は、昨年度と比較し、歳入・歳出総額ともに減（歳入：前年度比▲10.3％、歳出：前年度比▲10.5％）
となり、地震前と概ね同規模の決算額となっている

（＊）普通会計：全予算会計の中から病院、電気、下水道事業等
いわゆる「公営事業会計」に属するものを除いたもの。

（億円）

（注）平成12年までは、チッソ県債借換という特殊事情（平成９年度）を除くと8,000億円台で推移。その後、国の地方財政計画の縮小や県の財政健全化計画に基づく取組み等により減少傾向に転じ、平成17年度から平
成20年度は7,000億円台前半まで減少。しかし、平成21、22及び25年度は、大型の経済対策等の実施に伴い8,000億円前後まで増加。平成23年度及び平成24年度はこれらの縮小により7,000億円台となった。平成
28年度は熊本地震からの復旧・復興を図るための予算編成により、1兆円に近い規模となった。
令和元年度は、歳入は熊本地震関連の災害復旧事業の減少に伴う国庫補助金の減など、歳出は災害復旧事業の減などにより前年度に比べ減。



■ 財政力指数は、直近３カ年（H29～R1)の平均であり、これまでの景気回復に伴う県税収入の増などにより、0.009ポ
イント改善
■ 経常収支比率は、臨時財政対策債の減などにより、0.6ポイント悪化

（＊）普通会計：全予算会計の中から病院、電気、下水道事業等
いわゆる「公営事業会計」に属するものを除いたもの。

（注）
●実質赤字比率：3.75%以上→早期健全化団体、5%以上→財政再生団体
●連結実質赤字比率：8.75%以上→早期健全化団体、15%以上→財政再生団体
●実質公債費比率：18%以上→起債許可団体、25%以上→早期健全化団体、

35%以上→財政再生団体
●将来負担比率：400%以上→早期健全化団体

項 目
H27
決算

H28
決算

H29
決算

H30
決算

R1
決算

実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし

連結実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし

実質公債費比率 12.3 11.3 10.4 9.4 8.5

将来負担比率 189.0 175.2 185.0 194.9 205.6

財政力指数 0.387 0.399 0.407 0.411 0.420

標準財政規模
（単位：百万円）

444,531 441,806 417,803 417,143 418,498

自主財源比率 38.9 34.6 40.5 37.6 40.9

経常収支比率 94.5 95.1 93.1 93.6 94.2

実質収支
（単位：百万円）

13,090 16,247 19,478 14,544 12,662

実質単年度収支
（単位：百万円）

▲2,935 3,154 3,239 ▲2,474 ▲1,873



■ 地方公営企業とは、地方公共団体が直接、公共の利益を目的として経営する企業
■ 熊本県では、地方公営企業法の適用を受ける公営企業として、以下４事業を経営
■ 病院事業については、平成１５年度以来黒字を継続している
■ 工業用水道事業については、需要開拓等により赤字幅の縮小に努めている
■ 電気事業については、荒瀬ダム関連資産の処分に伴う除却損を一括計上したため純損失
■ 駐車場事業については、開業２年目以来黒字継続。平成２８年度から指定管理者運営に移行し、引き続き安定経営

（単位：百万円）

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

区 分
令和元年度 平成30年度 前年度増減

収益 費用 純損益 収益 費用 純損益 収益 費用 純損益

病 院 1,732 1,724 8 1,666 1,638 28 66 86 △20

工業用水道 1,086 1,073 13 1,064 1,064 0 22 9 13

電 気 1,533 6,610 △5,077 1,411 1,629 △218 122 4981 △4859

駐 車 場 126 64 62 132 98 34 △6 △34 28

合 計 4,477 9,471 △4,994 4,273 4,429 △156 204 5,042 △4,838

区 分
令和元年度 平成30年度 前年度増減

収入 支出 差引 収入 支出 差引 収入 支出 差引

病 院 0 298 △298 0 249 △249 0 49 △49

工業用水道 1,796 1,812 △16 989 1,167 △178 807 645 162

電 気 4,312 4,771 △459 1,835 2,052 △217 2,477 2,719 △242

駐 車 場 0 200 △200 0 0 0 0 200 △200

合 計 6,108 7,081 △973 2,824 3,468 △644 3,284 3,613 △329



■ 財政健全化の取組みにおける投資的経費の抑制等により、県債発行額（臨財債除く）は減少傾向だったが、平成２８
年度からは熊本地震の影響により発行額は増加

■ 平成２０年度まで、民間資金の割合は８割強で推移。平成２１年度以降、経済対策の実施や臨時財政対策債の増等に
より、公的資金の割合が増加したが、その後公的資金割合は減少。平成２８、２９年度は、熊本地震の影響により公的
資金割合は増加したが、平成３０年度以降減少し、令和元年度の民間資金の割合は６７％

■ 令和元年度は、市場公募債を５００億円発行（うち３４８．３億円は借換債に充当）

（＊）通常債：普通会計債から地方交付税と同じく一般財源となる臨
時財政対策債、減税補てん債等及び熊本地震関連を除いたもの。
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（グラフ上より） （グラフ上より）

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。
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■ 財政健全化の取組みにおける投資的経費の抑制等による公債費の抑制や金利低下に伴い、近年公債費は減少傾
向であり、令和元年度は１,０００億円程度

■ 県で発行をコントロールできる通常債の残高は、これまでの財政健全化の取組みにより減少トレンドを維持
■ 市場公募債の満期一括償還に備え、平成１８年度より県債管理基金に積立てを実施
■ 令和元年度は、繰越金の減（▲９３億円）や熊本地震復興金の取崩し（▲５４億円）等により基金残高は減少

（＊）通常債：普通会計債から地方交付税と同じく一般財源となる臨
時財政対策債、減税補てん債等及び熊本地震関連を除いたもの。

（億円） （億円）
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■ 令和２年度当初予算は、知事の改選期を迎えることから骨格予算として編成。新型コロナウイルス感染症の感染拡大
や令和２年７月豪雨が発生したことを踏まえ９月補正予算での肉付け予算を基本に、６月と９月に分けて肉付け予算を
編成した

■ 令和２年度予算（肉付け含む）※の歳入予算は、令和元年度当初予算と比べると、６９億円の増加となった。これは、
地方交付税が前年比４５億円増加したこと等が要因

※令和２年度予算（肉付け含む）：令和２年度当初予算、６月補正（通常分）、９月補正（通常分）の合計

令和２年度
予算（肉付け含む）
7,984億円
【+0.9％】

（単位：百万円）

（ ）内は構成比

【 】内は前年度増減率

・県税
162,140
（20.3%）
【+0.2％】

・地方交付税
207,871(26.0%）【+2.2％】
・地方特例交付金
714（0.1%）【±0.0％】

・地方消費税清算金
80,155（10.0%）【+21.0％】
・地方譲与税
32,087（4.0%）【+10.9％】
・交通安全対策特別交付金
310（0.0%）【▲5.8％】

・県債
96,374（12.1%）【+8.2％】

・国庫支出金
115,519（14.5%）
【+2.1％】

・分担金及び負担金
4,014（0.5%）【+12.3%】
・使用料及び手数料
9,660（1.2%）【+1.0%】
・諸収入
51,571（6.5%）【▲11.0%】
・繰入金
36,609（4.6%）【▲31.8%】
・財産収入
1,271（0.2%）【▲57.3%】
・寄附金
127（0.0%）【▲31.7%】

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

令和元年度
当初予算
7,915億円
【▲5.1％】

（単位：百万円）

（ ）内は構成比

・県税
161,767
（20.4%）

・地方交付税
203,326（25.7%）
・地方特例交付金
714（0.1%）

・地方消費税清算金
66,235（8.4%）
・地方譲与税
28,945（3.7%）
・交通安全対策特別交付金
329（0.0%）

・県債
89,060（11.3%）

・国庫支出金
113,182（14.3%）

・分担金及び負担金
3,574（0.5%）
・使用料及び手数料
9,561（1.2%）
・諸収入
57,944（7.3%）
・繰入金
53,690（6.8%）
・財産収入
2,974（0.4%）
・寄附金
186（0.0%）



令和２年度 （単位：百万円） 令和２年度 （単位：百万円）

補正予算額 補正予算額

4月補正 23,570 7月補正（7/2専決） 29,050

5月補正1（5/1専決） 6,956 8月補正1 8,682

5月補正2（5/20専決） 9,127 8月補正2（8/21専決） 91,741

6月補正1 6,680 9月補正 3,000

6月補正2（追号） 31,219 計 132,474

7月補正（7/2専決） 3,127

8月補正1 35,511

8月補正2（8/21専決） 551

9月補正 13,344

計 130,085

■ 令和２年度予算（肉付け含む）は、令和元年度当初予算と比べると、６９億円の増加となった。これは、高齢化の進
展等に伴う扶助費の増（＋４３億円）等が主な要因

■ 公債費は、通常債の償還減少や金利低下により利払いが減少することから、前年度比２．３％の減
■ また、新型コロナウイルス感染症及び令和２年７月豪雨への対応に伴い、９月補正後の予算額は平成20年以降では、
熊本地震のあった平成28年度に次ぐ規模となり、４年ぶりに１兆円超

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

（＊）通常債：普通会計債から臨時財政対策債、減収補てん債（交付
税措置のある75%分に限る。）等及び熊本地震関連を除いたもの。

・扶助費
109,719（13.7%）
【4.1％】

・公債費
97,405（12.2%）
【▲2.3％】

・物件費
27,628（3.5%）
【▲7.5％】

・普通建設事業費
142,200（17.8%）
【+8.5％】

・義務的経費
384,626（48.2%）
【+1.1％】

・その他
247,102（30.9%）
【▲2.7％】

・投資的経費
166,693（20.9%）
【+6.1％】

・災害復旧事業費
8,891（1.1%）
【▲27.2％】

令和２年度
予算（肉付け含む）
7,9８４億円

（単位：百万円）

（ ）内は構成比

【 】内は前年度増減率

・人件費
177,502（22.2%）
【+1.2％】

・ 国直轄事業負担金
15,601（2.0%）
【+13.0％】

・扶助費
105,411（13.3%）

・公債費
99,657（12.6%）

・物件費
29,865（3.8%）

・その他
224,152（28.3%）

・普通建設事業費
131,055（16.6%）

・義務的経費
380,394（48.1%）

・その他
254,017（32.1%）

・投資的経費
157,076（19.8%）

令和元年度
当初予算
7,915億円

・人件費
175,327（22.2%）

・ 国直轄事業負担金
13,808（1.7%）

【参考１】新型コロナウイルス感染症関係予算【参考２】令和２年７月豪雨関係予算

・その他
219,475(27.5%）
【▲2.1％】

・災害復旧事業費
12,213（1.5%）

※ ※ 全額が、令和２年７月豪雨関係分と重複



■ 平成１６年度に初めて全国型市場公募債を発行し、平成２１年度からは令和元年度まで、個別債２００億円、共同債
３００億円の併せて５００億円を発行。令和２年度は個別債３００億円、共同債３００億円の併せて６００億円を発行

■ 個別債は、従来の７月の５年債１００億円、１０月の１０年債１００億円に加え、今年度から導入した主幹事方式に
より１０月に３０年債（定時償還）を発行

■ 平成２６年１０月発行～平成２８年度発行の個別債（計５回）は、「くまもとが好きだモン債」として発行

（注１）共同債は、全国型市場公募債を発行する地方公共団体（36団体）が共同して発行する債券。
（注２）発行計画は、年度途中に変更する場合がある。

100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

200 200 200 200 
100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 
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300 300 300

300 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300

300

0

300

600

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

10年債（共同債） 30年債（定時償還）

10年債（満期一括） 5年債（満期一括）

■ 個別債は、7月に5年債100億円、10月に10年債100億円、30年債（定時償還）100億円を発行。
■ 共同債は、年6回発行予定。
■ 平成15年度に初めて住民参加型市場公募債を30億円（５年債）発行。
■ 平成16年度に全国型市場公募債を100億円（10年債）を発行。
■ 平成17年度から平成20年度まで、個別債を300億円発行。
■ 平成18年度から、共同債300億円を発行。
■ 平成21年度から令和元年度までは個別債200億円、共同債300億円を発行。
■ 令和２年度は、個別債300億円、共同債300億円を発行予定。

（億円）

（単位：億円）



■ 熊本県総務部財政課起債班

●〒862-8570熊本市中央区水前寺６丁目18番１号

●TEL：096-333-2084

●FAX：096-382-7815

●e-mail：zaisei@pref.kumamoto.lg.jp

●HPアドレス：http://www.pref.kumamoto.jp/
・本資料は投資家向けに情報提供するものであり、投資に関する売買等
の取引を提案、勧誘、助言するものではありません。
・本資料に掲載している情報は、修正される場合があります。
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